
第１回一関市水道事業経営審議会  

 

日 時：令和４年 12 月 20 日（火) 

午後１時 30 分 ～ ３時 30 分 

場 所：一関文化センター 小ホール 

 

 

〔 委嘱状交付 〕 

〔  委員紹介  〕 

 

１ 開会 

２ 市長あいさつ 

３ 会長及び副会長の互選 

４ 諮問 

５ 説明 

  一関市水道事業経営審議会について 

  一関市水道事業の概要 

 

６ 講演 

    講師：矢巾町政策推進監 吉岡 律司 氏 

    演題：水道事業の将来設計 

 

７ 意見交換 

 

８ その他 

 

９ 閉会 

 
資料１ 一関市水道事業経営審議会委員名簿 

資料２ 一関市水道事業経営審議会条例 

資料３ 一関市水道事業経営審議会について 

資料４ 一関市水道事業の概要 



（敬称略/五十音順）

No. 氏名 ふりがな 備考

1 石川　聖浩 いしかわ　まさひろ
一関商工会議所常議員
／㈲一関ミート代表取締役社長

2 岩渕　省一 いわぶち　せいいち 平泉町建設水道課長

3 菊地　健治 きくち　けんじ 岩手県立磐井病院事務局長

4 菊地　正子 きくち　しょうこ 一関商工会議所女性会千厩支部長

5 熊谷　和子 くまがい　かずこ JAいわて平泉女性本部役員

6 佐々木　京子 ささき　きょうこ 一関市保健推進委員連絡協議会副会長

7 佐藤　愛理 さとう　あいり いわて生活協同組合常務理事

8 佐藤　利幸 さとう　としゆき 東北電力ネットワーク㈱一関電力センター所長

9 髙橋　系子 たかはし　けいこ まちづくりスタッフバンク

10 千田　好記 ちだ　よしき
一関市水道工事業協同組合理事長
／大宝商事㈱代表取締役

11 千葉　一郎 ちば　いちろう 一般社団法人岩手県中小企業診断士協会副会長

12 千葉　博 ちば　ひろし 一関市区長会連絡協議会会長

13 千葉　理恵 ちば　りえ 一関市環境審議会委員

14 二階堂　満 にかいどう　みつる 一関工業高等専門学校未来創造工学科化学・バイオ系教授

15 松岡　千賀子 まつおか　ちかこ まちづくりスタッフバンク

16 山岸　学 やまぎし　まなぶ
一関東工業団地企業連絡協議会会長
／㈱岩手日日新聞社代表取締役

一関市水道事業経営審議会委員名簿



No. 氏名 ふりがな 備考

1 佐藤　孝之 さとう　たかゆき 上下水道部長

2 中田　善久 なかだ　よしひさ 上下水道部次長兼総務管理課長

3 佐藤　伸一 さとう　しんいち 上下水道部次長兼東部上下水道課長

4 佐藤　耕一 さとう　こういち 水道課長

5 鈴木　隆稔 すずき　たかとし 総務管理課総務係長

6 熊谷　貴之 くまがい　たかゆき 総務管理課水道経営管理係長

7 鈴木　文香 すずき　ふみか 総務管理課水道経営管理係主任主事

8 青柳　光幸 あおやぎ　てるゆき 総務管理課水道経営管理係主任主事

一関市水道事業経営審議会事務局名簿
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○一関市水道事業経営審議会条例 

 

平成17年10月31日 

条例第223号 

改正 平成26年３月14日条例第16号 

令和２年３月16日条例第１号 

 

（設置） 

第１条 水道事業の適正かつ円滑な経営を図るため、市長の諮問機関として、一関市水道事業

経営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、水道事業経営に関する重要な事項について調査審議す

る。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員16人以内をもって組織する。 

２ 委員は、知識経験を有する者及び水道の使用者のうちから市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、上下水道部総務管理課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成17年11月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月14日条例第16号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月16日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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一関市の水道事業は、昭和10年6月に岩手県内では盛岡市

に次いで２番目、旧一関町で給水を開始したのが始まりです。

一関市中里字新川原（前堀）に浅井戸を掘削し水源としました。

翌年には、旧山目村や旧中里村にも給水を行い、生活用水とし

て利用されました。

当時は自家用井戸の水質が悪いため伝染病の発生が多く、

夏場には井戸水が枯れるなど公衆衛生上、また防火の観点か

ら水道の創設を望む声があり、このような背景から県内でも比

較的早い時期に水道事業が始まりました。

現在の前堀１号取水井
昭和９年の取水以降、現在まで豊富な
水量と安定した水質を保っています。
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一関地域では、昭和27年度に認可を受けた第1次拡張事業から平成10年度の第７次拡張事業まで

給水区域の拡張を行い高度経済成長期の水需要に対応してきました。

市内の各地域においては旧花泉町、旧大東町、旧千厩町、旧川崎村が昭和29年に給水を開始する

など昭和20年代から30年代にかけて順次給水が開始されました。

旧一関市

旧花泉町

旧大東町

旧千厩町

旧東山町

旧室根村

旧川崎村

旧藤沢町

創
設
・
拡
張
期

平成17年9月20日

平成23年9月26日

昭和10年

昭和29年

昭和29年

昭和29年

昭和35年

昭和56年

昭和29年

昭和31年 旧藤沢町

一関市

一関市
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平成17年の市町村合併の際に４水道事業（一関、花泉、千厩、東山）を統合、一関市水道事業 ※1

として創設、平成23年に藤沢町水道事業が加わりました。

簡易水道事業 ※2 は、

花泉地域を除く地域において

18事業を運営していましたが、

平成29年４月、これらの事業

を統合（上簡統合）し、現在

に至っています。

※2 簡易水道事業は給水人口101人
以上5,000人以下の水道事業。一関
市の特別会計で運営されていた。

※1 水道事業は給水人口5,000人超
の水道事業。「地方公営企業法」が適
用され独立採算が原則。
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大規模な水源に恵まれていないことから、市内各地に河川や井戸など

42か所の水源を確保しています。

【施設総数:281 水道管延長:2,133㎞ R3年度末時点】

水源には浄水施設（32か所）を設置し、高台の配水池（93か所）に送水

しています。

起伏に富んだ市内各地に配水するため、水道管の水に圧力をかけて

送水するポンプ場（114か所）を整備しています。

広大な給水区域に民家等が点在する一関市は、県内他市に比べて水道管

の延長が長く、水道管の延長は直線で北海道から沖縄までの距離に相当します。
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大規模な水源に恵まれない一関市は、市の東部でその影響が大きく、水

道の普及率は室根地域37.5％、大東地域66.５%など市全体の普及率を下

回っています。

未普及地域の水道施設整備については、水道に接続しようとする方の初

期費用と、水源の確保、配水管の整備に係る費用、維持管理費など公営企

業としての採算性を総合的に検討した結果、「生活用水確保支援事業」とし

て

① 水質検査支援事業

（水質検査の支援と検査費用の補助）

② 生活用水確保支援事業補助金

（飲用井戸掘削などの補助）

を市の一般会計で実施することとしまし

た。

水道未普及地域における今後の施設

整備（給水区域の拡張）は国の制度の見

直しや広域連携の進捗、宅地開発の状

況など、環境の変化が生じた時点で検

討することとしています。

地域 人口(人) 給水人口(人) 普及率(％)

一関 54,887 52,287 95.3

花泉 12,283 12,081 98.4

大東 12,273 8,163 66.5

千厩 10,027 7,226 72.1

東山 6,028 5,298 87.9

室根 4,545 1,706 37.5

川崎 3,336 3,297 98.8

藤沢 7,300 7,036 96.4

計 110,679 97,094 87.7

R3年度末時点

水道普及率
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人口減少に伴う給水収益（料金収入）の減少が見込まれる一方で、高度経済成長期に整備した水道管、水

道施設が耐用年数を迎え、更新需要が高まっています。また、配水した水道水のうち料金収入となった水量の

割合を示す有収率（ゆうしゅうりつ）が80％台で推移しており、漏水を防止する対策が急務となっています。

【有収率：R2実績80.31％ R2全国平均89.8％】

企業債については、平成29年度に簡易水道事業特別会計の債務を継承したため、令和３年度末で248億円

の残高となっており、削減が課題となっています。

103,650 
102,017 100,343 

98,812 97,094 

2,359,385 2,359,376 

2,335,267 2,351,070 

2,326,068 

2,300,000

2,310,000

2,320,000

2,330,000

2,340,000

2,350,000

2,360,000

2,370,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

102,000

104,000

106,000

H29 H30 R1 R2 R3

給水人口と給水収益の推移

給水人口（人） 給水収益（千円/税抜）

261 259 
255 256 256 

27,040 
26,419 

25,600 25,300 24,866 

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

240

250

260

270

280

H29 H30 R1 R2 R3

企業債残高の推移

給水人口1人あたり企業債残高（千円/人）

企業債残高（百万円）

11.64

16.1

19.21
20.45 20.55

0.58 0.5 0.81 0.7 0.710

5

10

15

20

25

H29 H30 R1 R2 R3

管路経年化率と管路更新率の推移

管路経年化率 管路更新率
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人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の更新需要の増加など水道事業は転換期を迎えております。こ

のような中、国においては、水道事業を取り巻く状況の変化に対応して「安全」「強靭」「持続」を将来像に掲げ

た新水道ビジョンを平成25年３月に公表しました。

一関市では国の指針に基づき、平成28年３月に「一関市水道事業ビジョン」を策定し、市民の生活や経済活

動を支えてきた水道を今後も継続していくため、目指すべき将来像を具現化するための取組を掲げました。

 安全な水の供給

 災害対策
 復旧の迅速化応急給水の備え
 広域的な災害対策

 水道施設の更新
 資金の確保
 経営の健全化
 環境への配慮
 広域化

一関市水道事業ビジョンから抜粋
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水道事業ビジョンに掲げた「安全」「強靭」「持続」の将来像を実現するための各種取組

■業務組織の集約と業務委託など官民連携の推進

 平成29年度 水道事業と簡易水道事業の経営統合
 平成30年度 水道施設運転管理業務の包括委託（１期目）
 令和元年度 業務組織集約の検討
 令和 2 年度 料金徴収等窓口業務の包括委託（１期目）

■職員数の推移

 平成17年 58人
 平成18年 57人
 平成19年 56人
 平成22年 55人
 平成23年 53人
 平成24年 52人
 平成26年 51人
 平成28年 50人
 平成29年 48人
 平成30年 41人
 令和 2 年 32人
 令和 3 年 31人

規模を縮小して更新した釣山配水池

■水道施設の統廃合など

 平成29年度 水道施設集中監視体制の整備
管路網の一元管理（マッピングシステム導入）

 令和元年度 畑の沢水源浄水処理を上巻浄水場に統合
大木水源の廃止
釣山配水池の更新（ダウンサイジング）

 令和 2 年度 関が丘ポンプ場、東台ポンプの廃止
渋民浄水場と勝善浄水場の機能統合

水質検査の様子 災害時応急活動訓練の様子災害時応援協定の締結 耐震性を強化した沢配水池

窓口業務の委託を開始
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〔参考〕令和４年９月メーター検針の際に配付したチラシ
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〔参考〕広報いちのせき I‐style 令和４年12月号の抜粋
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